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報告にあたり 

 

柴田町住民自治によるまちづくり基本条例審議会（平成３０年度～令和４年度）と

して、平成３０年１１月から４年間にわたり、延べ１２回の審議会を開催し、住民自

治によるまちづくり基本条例（以下「基本条例」）に基づく参加と協働のまちづくりの

状況について検証してまいりました。 

今期の審議会では条例施行後１０年が経過することもあり、基本条例の全般的な検

証を実施しました。条文ごとに、検討チェックシートを用いながら、取組状況の確認

を行い、現状の課題を抽出しました。 

基本条例で規定する範囲は非常に多岐にわたりますが、時代の変化に合わせて効果

的な仕組み、制度及び事業等が展開できるよう、議論の焦点を絞り、報告書としてま

とめました。 

内容につきましては、審議会における検証結果について報告書という形でまとめた

ものですが、日々状況が変化し動きがある“まちづくり”という性質上、基本条例に

基づく政策の立案、実施については、本報告書を基調としつつも、より多角的な視点

からの検討が必要です。また、ここに記されたこと以外にも検討すべき課題も多く残

されていると思います。 

この報告書は、基本条例第３３条第２項に規定される審議会から町長へ対する「提

言」であり、柴田町におかれましては、この報告書を生かし、より一層基本条例に基

づく参加と協働のまちづくりを進められることを期待いたします。 
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Ⅰ はじめに 

柴田町住民自治によるまちづくり基本条例審議会（平成３０年度～令和４年度）

（以下「当審議会」という。）では、“生き生きとした住みよいまちの実現”という

基本条例の目的実現に向けてまちづくりが行われているか、その状況を定期的に検

証し、課題を明確にするとともに、必要な提言をするという趣旨に基づき、平成３

０年１１月以降、延べ１２回の審議会を開催し、柴田町の参加と協働のまちづくり

の進捗状況等について、調査、検証を行った。 

 

年度 回 開催月日 調査・検討内容 

平成30年度 
第1回 11月13日（火） 

・辞令交付 

・審議会の概要、今後の審議内容について 

第2回 2月13日（水） ・今後の審議内容、スケジュールについて 

令和元年度 

第1回 9月18日（水） 
・住民自治によるまちづくり基本条例に基づく

取り組みの検証 

第2回 1月16日（木） 
・住民自治によるまちづくり基本条例に基づく

取り組みの検証 

令和２年度 

第1回 8月19日（水） 
・住民自治によるまちづくり基本条例に基づく

取り組みの検証 

第2回 1月20日（火） 
・検証で出された課題を踏まえた調査テーマの

検討・絞り込み 

第3回 3月24日（火） ・地域コミュニティの課題について 

令和３年度 

第1回 7月14日（水） ・地域の連携について 

第2回 11月11日（木） ・地域の連携について 

第3回 2月16日（水） ・地域の連携について 

令和４年度 

第1回 7月7日（木） ・審議会検討のまとめ（案）について 

第2回 9月29日（木） ・審議会検討のまとめ（案）について 

第3回 10月31日（月） ・報告書の提出（答申） 
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Ⅱ 審議会からの提言 

当審議会は、基本条例に規定されている重要な項目を全般的に検証するため、基

本条例検討チェックシートを作成し、それを活用しながら制度等の運用状況につい

て検証を行った。審議会での検証結果を踏まえ、以下のとおり提言する。 

 

１ 基本条例チェックシートの検証結果 
 

（１）多様な住民の参加について 

基本条例第７条（参加によるまちづくり）では「まちづくりの参加の輪を広げる

ため、誰もが自由に参加できる環境づくりに努めるものとします」とされているが、

いまだ関わる人間が画一的であり、ある程度決まった住民しか参加していないとい

う現状がある。 

住民のまちづくりへの参加は、まちづくりを担う人材の育成にもつながると考え

られることから、次の３点の充実が必要である。 

① 町内のまちづくり活動の共有、どこの地域でどんなことをしているかの「見え

る化」 

② 住民の学びの場づくり 

③ 多様な住民の参加を促す機会の創出と仕掛けづくり 

また、基本条例第２６条（行政運営への参加の促進）関連として、公募枠を設定

している審議会等は依然として少ないことから、専門的な知識や経験が必要とされ

る場合などを除き、できる限り公募枠を置く審議会等を増やすことが必要である。

その上で、公募をしても応募が少ないという現状を解消するため、その審議内容に

ついても、住民の参加意欲が湧くものにしていくことが求められる。 

 

（２）情報発信、情報共有について 

住民自治を充実し加速させていくためには情報共有が非常に重要である。 

行政の施策についての情報だけでなく、地域や各団体の情報も含め、誰もが気軽

に情報を発信し、取得できる仕組みづくりが必要である。また、誰もが興味を持て

る情報発信の工夫も必要と考える。 

① 行政機関及び議会の情報発信については、確定した情報の発信は充実している。

しかし、これから計画されることで、住民とともに考えるべき事柄については、

確定情報だけでなく、計画段階での情報共有を図ることが望ましい。 

② YouTubeやFacebook、LINEなどSNSでの情報発信も増えている。これらは、広報紙

などでは掲載しきれない最新情報やきめ細かな情報を発信できる点で有効であ

る。これらを活用しながら、時代に合わせて、デジタルでの情報発信とアナログ

での情報発信を効果的に使い分けることが重要となる。 

③ 行政機関の施策に関する情報共有については、計画等の案が固まった段階で意見



5 

を収集するパブリックコメントだけではなく、計画初期段階において、アンケー

ト調査やワークショップなどの住民意見を反映する手法をより充実させること

が必要である。これは（１）の多様な住民の参加促進にもつながることが期待で

きる。 

 

（３）地域コミュニティについて 

地域コミュニティ（区会、町内会、自治会等）が策定する地域計画については、

住民アンケートやワークショップなど独自の工夫で策定を行う地域とそうでない地

域があり、ばらつきが生じている。また、活動に関しても、役員等の特定の人のみ

が積極的に活動しているといった地域も多いのが現状である。今後は、人口減少、

高齢化の進展により地域内の担い手不足がさらに深刻化していくと考えられること

から、地域コミュニティへのさらなる行政支援が求められる。 

 

（４）まちづくり提案制度について 

第３０条に規定するまちづくり提案制度は、住民等のまちづくりへの参加促進に

非常に有効な制度であり、今後も制度の充実を図るべきである。また、応募件数を

増やすための周知に努めるとともに、住民等が地域の課題を発見したり学習したり

する機会を増やすなど提案を出す前段階での支援を行い、制度の活用促進を図る必

要がある。 

また、提案採択後はその活動及び団体が継続、発展していくために、行政のバッ

クアップや支援制度を充実させる必要がある。 

 

２ 地域コミュニティの連携促進に向けて 

基本条例の検証で出された課題の中から、特に自治活動の基盤となる地域コミュ

ニティ（区会、町内会、自治会等）に焦点を絞り、その課題解決のために必要とな

ることについて、検討を行った。 

 

（１）区会、町内会、自治会等の連携促進に向けた支援について 

  防災や環境美化、地域行事の開催など、近隣の地域同士が連携して取り組むこと

で、より高い効果を生む活動は多くある。 

現在、各地域の情報交換や行政との情報共有は行政区長会などを通じて行われて

いる。しかし、近隣の地域同士であっても、互いにどのような問題を抱えているの

か、どのような取り組みをしているかを知らないといった声がある。 

地域間の助け合い、ひいては活発な地域コミュニティ構築のために防災や福祉を

はじめとした各分野の情報を誰もが入手しやすい環境づくりや、地域同士が意見交

換したり、優れた取り組みを学び合ったりする場を設けることが有効である。 

町内には以前から、小学校区内の複数の行政区で組織する「地域づくり推進協議
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会」が４地区に存在し、それぞれ独自に取り組みを行っている。このような地域同

士が連携する仕組みをさらに拡充・促進していくことが必要である。 

 

（２）中間支援、コーディネーターの必要性について 

  （１）で挙げた地域同士の情報交換の場や研修の場、地域計画の策定支援などを

実施する上では、行政の支援だけでなく、地域と行政の間で調整を行う「中間支援

組織」の役割が重要である。 

  地域が問題を抱えた時などに気軽に相談できる窓口として、まちづくり推進セン

ターが設置されているが、住民の認知及びその活用が十分に進んでいるとは言い難

い。また、専門的知識やノウハウの蓄積についても課題が残されている。 

現在、福祉や生涯学習などの各分野には、生活支援コーディネーター、地域学校

協働活動推進員などの調整役が存在するが、それらを包括する「まちづくり」のコ

ーディネーターが必要であり、まちづくり推進センターがその役割を担うことは基

本条例においても想定されているところである。 

企業やNPO、学校など町内外の多様な担い手との連携を促すうえでもコーディネー

ターの担う役割は大きく、まちづくりの課題解決や地域間連携のために、まちづく

り推進センターをはじめとした中間支援機能の強化が必要と考える。 

これについては、他市町村の事例では専門的な知識を有する地域支援コーディネ

ーターがこの役割を担っている事例がある。 
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Ⅲ 今後の課題 

                      
１ 地域コミュニティを支援する中間支援機能の拡充 

 まちづくり推進センターをはじめとした地域コミュニティを支援する中間支援機

能を持った機関では、専門性の強化が必要であることから、これらの機関に、専門

的な知識や経験を有する「地域支援コーディネーター」の配置を検討されたい。 

また、地域コミュニティの活性化のためには、多様な人的・知的資源を持つ大学

や各企業、団体と地域との連携を促進することが求められる。そのつなぎ役として、

それらの連携を支援する中間支援組織が重要となる。特に、仙台大学が立地する船

岡地区中心部においては、今後、都市構造再編集中支援事業の実施が計画されてい

る。それらと合わせて、ソフト面におけるまちづくり推進機能のあり方を検討され

たい。 

 

２ 地域運営組織の立ち上げに向けた調査研究と支援 

 地域運営組織とは、地域で暮らす人々が中心となって形成され、地域内の様々な

関係主体が参加する協議組織が定めた地域経営の指針に基づいて、地域課題の解決

に向けた取組を持続的に実践する組織であり、令和３年度現在、全国で 6,064 組織

ある。 

国では地域運営組織の形成や運営に対して財政支援を行っている。持続性の高い

地域コミュニティの実現のため、町においても、先進事例等の調査研究を進めると

ともに、地域づくり推進協議会などを基盤とした町内会同士の連携を拡充させた地

域運営組織の形成に努められたい。 
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会長 
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ー 

２ 〃 佐々木
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田
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